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令和３年度予算（案）概要

国語施策の充実 48,499 48,429 ▲70

調査及び調査研究(国語に関する実態調査) 11,714 11,749 35

国語問題研究協議会の開催 4,204 4,370 166

危機的な状況にある言語･方言の活性化・調
査研究事業

32,581 32,310 ▲271

生活者としての外国人に対する日本語教育の推進 954,867 989,933 35,066

外国人材の受入れ・共生のための地域日本語
教育推進事業

496,969 500,261 3,292

「生活者としての外国人」のための日本語教室
空白地域解消推進事業

146,714 151,813 5,099

「生活者としての外国人」のための日本語教育
事業

46,021 43,572 ▲2,449

条約難民及び第三国定住難民に対する日本
語教育

43,804 55,335 11,531

日本語教育の人材養成及び現職者研修カリ
キュラムの開発・活用事業

198,016 200,001 1,985

日本語教育に関する調査及び調査研究 16,873 31,722 14,849

日本語教育大会の開催 3,061 3,180 119

省庁連携日本語教育基盤整備事業 3,409 4,049 640

１

（単位：千円）

事項
前 年 度
予 算 額

令和３年度
予算額（案）

対前年度
比較増減額

文化審議会国語分科会 9,199 9,229 30

合 計 1,012,565 1,047,591 35,026



国語の改善及び
その普及に関する事項を調査・審議

国語問題研究協議会の開催

国語をめぐる諸問題を取り上げ，文
化審議会の答申等について説明すると
ともに改善の方策等について研究協議
を行う「国語問題研究協議会」を開催
する。

調査及び調査研究
（国語に関する実態調査）

○国語に関する世論調査

国民の国語に関する意識や具体的な言葉の理解
等の現状を調査する「国語に関する世論調査」を
実施し，文化審議会国語分科会における審議資料
として活用するとともに，国民の国語に対する興
味・関心を喚起する。

○国語施策情報システムの更新事業
紙媒体でしか現存しない国語施策に関する資料

の電子化を行い，文化庁ウェブサイトで資料の公
開を進める。

審議会における検討

文化審議会国語分科会
諮問
課題等

答申等

具体的な事業の実施

危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業

○危機的な状況にある言語･方言の活性化･調査研究
保存・継承に必要な記録が欠けている地域の調査研究を行うとともに，

これまで実施した危機的な状況にある言語･方言に関する調査研究の成
果や取組事例等を広く国民に周知する機会を設ける一方，危機言語・方
言を抱える地域関係者に保存･継承に当たっての取組等を促しつつ，効
果的な保存･継承について研究者も交えて研究協議を行う場を設ける。

○アイヌ語の保存･継承に必要なアーカイブ化事業
アイヌ語のアナログ資料のデジタル化、アーカイブ作成の支援を行う

とともに、アイヌ語の翻字（文字起こし）・翻訳を行う技術を身に付け
た人材の育成を行う。
※民族共生象徴空間におけるアイヌ語体験プログラム（経費は企画調整
課）については国語課で担当

○被災地における方言の活性化支援
東日本大震災による被災や避難に伴い，消滅の危機にある方言の保

存・継承ための教材作成やシンポジウムなど方言の再興につながり，メ
ンタルケアなどコミュニティー再生にも資する，地域の取組を支援する。

（前年度予算額 12百万円）
３年度予算額（案）12百万円

H16年2月 これからの時代に求められる国語力について（答申）
H19年2月 敬語の指針（答申）
H22年6月 改定常用漢字表（答申）
H24年1月 国語分科会で今後取り組むべき

課題について（意見のまとめ）
H25年2月 国語分科会で今後取り組むべき課題について（報告）
H26年2月 「異字同訓」の漢字の使い分け例（報告）
H28年2月 常用漢字表の字体・字形に関する指針（報告）
H30年3月 分かり合うための言語コミュニケーション（報告）

（前年度予算額 4百万円）
３年度予算額（案）4百万円

（前年度予算額 33百万円）
３年度予算額（案） 32百万円

２

国語施策の充実
（前年度予算額 48百万円）
令和３年度予算額（案） 48百万円



生活者としての外国人に対する日本語教育の推進

（地域の日本語教室の例）

都道府県
政令指定都市
（国際交流協会）

総括コーディネーター

総合調整会議

地域日本語教育
コーディネーター
（※担当地域を設定）

・
・
・

関係機関・団体等

〈連携・協力〉

地域の

日本語
教室

地域の

日本語
教室

・・・

①外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育の推進

②日本語教室空白地域解消の推進強化

○日本語教室空白地域となっている市町村に
対してアドバイザーを派遣するとともに、
日本語教室の開設・安定化に向けて支援す
る。

○インターネット等を活用した日本語学習教
材（ICT教材）の開発・提供する。

②日本語教育に関する調査及び研究

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策や日本語教育の推進に関する法
律を踏まえ，日本語教育を推進するための課題に対応した調査研究を実施する。
（日本語教育の参照枠、公認日本語教師（仮称）制度に関する調査研究等）

③日本語教育の先進的取組に
対する支援等

○NPO法人や大学、公益法人等が行
う、日本語教室の教育上の課題や、
都道府県域を越えた広域的活動に
伴う課題等を解決するための先進
的取組への支援等を実施する。

都道府県・政令指定都市が、関係機関等と有機的に連携しつつ行う、日本語
教育環境を強化するための総合的な体制づくり、地域日本語教育の実施（市
町村への支援を含む）を推進する。

①日本語教育の人材養成及び現職者研修カリキュラムの開発・活用

○文化審議会国語分科会が示した教育内容、モデルカリキュラムに基づき、大学
や日本語教育機関等を活用して、日本語教師養成、現職者研修のカリキュラム
の開発・実施・普及を行う。
・日本語教師養成カリキュラム
・現職者研修カリキュラム
日本語教師(初任)・・生活者としての外国人、留学生、児童生徒等、就労者、難民等
日本語教師(中堅）
日本語教育コーディネーター・・地域日本語教育コーディネーター・主任教員
日本語学習支援者・・いわゆるボランティア

○在留外国人数（令和２年６月現在）

平成２年約１０８万人→
令和２年約２８８万人

現 状

(前年度予算額 955百万円)
令和３年度予算額（案） 990百万円

令和３年度予算額（案） 200百万円 (前年度予算額 198百万円)
令和３年度予算額（案） 500百万円(前年度予算額 497百万円)

令和３年度予算額（案） 152百万円

(前年度予算額 147百万円) 令和３年度予算額（案） 99百万円

(前年度予算額 90百万円)

令和３年度予算額（案） 32百万円(前年度予算額 17百万円)

令和３年度予算額（案） 7百万円(前年度予算額 6百万円)

日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（令和２年６月閣議決定）

①日本語教育環境を強化するため地方公共団体の総合的な体制づくりを着実に推進

②日本語教育の推進に関する法律に基づく地方公共団体の基本的な方針の作成の促進

③日本語教室未設置の地域における日本語教室開設に向けた支援の強化

①日本語教育の参照枠や日本語能力の判定基準の検討・策定

②日本語教師の養成・研修プログラムの充実・普及の推進

③新たな資格である公認日本語教師（仮称）制度の整備

○日本語教室が開催されていない自治体に居
住している外国人数 約４７万人（令和元年現在）

○法務省告示日本語教育機関数
平成２年末３８４機関→令和元年度末７９２機関

○日本語学習者数
平成２年約６万人→
令和元年約２７万人

データ

（１）日本語教育の全国展開・学習機会の確保 （２）日本語教育の質の向上等

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令和２年７月外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議改訂）

日本語教育の推進に関する法律（令和元年６月公布・施行）

③日本語教育のための基盤的取組の充実

○日本語教育に関するポータルサイト(NEWS)を運用する。
○日本語教育に関する最新情報・先進事例等を共有する日本語教育大会等を開
催する。

３



概要
日本語教室がない空白地域に暮らし，日本語学習機会がない外国
人が独学で習得できる日本語学習コンテンツを開発・公開
（委託：凸版印刷株式会社）

内容
・生活場面の動画中心，字幕表示，文型や表現・語彙の確認，
生活に必要な情報等
・活用方法等のセミナー開催

対応言語 全１４言語を目標に追加予定
令和元年度：６言語開発
（日本語，英語，中国語，ポルトガル語，スペイン語，ベトナム語）
令和２年度：４言語追加
（インドネシア語，フィリピン語，ネパール語，カンボジア語）
令和３年度：４言語追加（予定）
（韓国語，ミャンマー語，モンゴル語，タイ語）

使い方ガイドブック等の作成
活用促進のため，広報ツールを作成・公開
・使い方ガイドブック
・パンフレット
・広報用動画

「生活者としての外国人」のための日本語学習サイト

つながるひろがる にほんごでのくらし

４



構成主なシーン

５


